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１．目的 

 本研究の目的は、保健科を大学入学資格試験に

おいて世界で唯一入試科目に取り入れているフィン

ランドの保健教育に着目し、日本と比較すること

で、日本の授業の利点や改善点を明確にし、より効

果的な保健教育を検討することである。 

 

２．研究方法 

 １）調査方法：論文や書籍などの文献資料を中心

に情報収集を行った。また、出所の明らかとなって

いる情報についても収集を行い、参考資料として利

用した。 

 

３．結果と考察 

 １）フィンランドの学校教育制度 

 学校教育体系は日本と同じ単線型教育制度であ

る。基礎教育学校は、日本の小・中学校に当たる９

年一貫制で、前期が６年、後期が３年である。ま

た、高等学校は、履修科目制が設けられた無学年単

位制を採っている。 

 ２）日本の保健教育の歴史 

 第二次世界大戦後の保健教育は、米国の影響を強

く受けたものであった。しかし、経験主義教育理

論、児童中心主義の授業は適当でないと、批判が起

きた。そのため、1958年以降、当時の社会や経

済・生活問題などを反映し、日本独自の保健教育を

模索してきた。 

３）フィンランドの保健教育の歴史 

公民や体育の教科内で保健教育は行われてきた

が、成果は現れず、1990年代後半になると子ども

たちの間で多くの健康問題が生じた。それが契機と

なり、2001年に保健科が独立した教科として誕生

した。以降2006年に大学入学資格試験に保健科を

導入し、2013年にはフィンランド基礎学校学習状

態調査で保健科の試験を実施するなど様々な改革が

行われている。 

４）日本の保健教育の実態 

小学校の保健学習の内容は、第３学年から第６学

年の体育の中の保健領域で５つ、中学校では各学

年、保健体育の中の保健分野で３つ、高等学校で

は、２カ年に渡り保健体育の中の保健科目で３つか

ら構成されている。 

現在の保健教育は、知識伝達の授業や課題学習の

授業が多く、課題解決的な学習が少ないことに課題

ある。しかし、新学習指導要領では、知識の習得だ

けでなく、知識を活用する学習活動を行うことを重

視している。そのため探究型の保健の教育が日本で

も適用可能かどうかを見極めることが、保健教育を

携わる者にとって重要である。 

５）フィンランドの保健教育の実態 

基礎教育学校前期では第１学年から第６学年まで

理科に保健の内容が含まれている。後期では各学

年、保健科の中で行われている。高等学校では必修

1コース（TE1）で基礎を学習し、選択2コース

（TE2.TE3）では分析的学習や調査学習などを行っ

ている。特にTE3は研究成果・結果の解釈や調査・

分析等のワークを通じて批判的リテラシーを育成し

ようとする、非常に特徴的な探究的専門コースであ

る。 

  

４．結論 

フィンランドでは、保健が独立した教科であるた

め、知識の習得からそれを判断材料や比較材料とし

て活用する力を育成するために必要な時間を十分に

確保でき、より実践的な段階を追った指導が可能で

あることが明らかとなった。 

日本では、探究的授業の充実を図りながら、将来

的には保健科が独立できるよう、研究や活動が必要

であると考えられる。 
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